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はじめに 

 

府中市（以下「市」といいます。）は、令和６年 11 月に公表した「市立教育センター跡地活用方

針」に基づき、市立教育センター跡地に対し定期借地権を設定し、市の基幹保育所である三本

木保育所（以下「保育所」といいます。）の整備及び管理運営、並びに民間事業者による放課後

児童健全育成事業を含む児童の放課後活動の場（以下「児童の放課後活動の場」といいます。）

及び中高生が安心・安全に過ごせる居場所（以下「中高生の居場所」といいます。）の提供、その

他の民間収益事業の実施を民間事業者が建物整備、事業運営、維持管理を行う民設民営方式

にて行うことを予定しています。 

この募集要項（以下「本書」といいます。）は、市立教育センター跡地活用事業（以下「本事業」

といいます。）の実施を担う民間事業者（以下「事業者」といいます。）を募集し、公募型プロポー

ザル方式により選定するために定めるものです。 

以下に掲げる別添資料は、募集要項と一体のもの（以下募集要項及び募集要項別添資料を

合わせて「募集要項等」といいます。）であり、応募者が提案書類を作成する上での前提となる

ものです。 

 

【募集要項等一覧】 

・募集要項 

・別添１ 要求水準書 

・別添２ 事業者選定基準 

・別添３ 様式集 

・別添４ 市立教育センター跡地活用事業 基本協定書（案） 

・別添５ 市立教育センター跡地活用事業 事業契約書（案） 

・別添６ 一般定期借地権設定契約条項（案） 

・別添７ 公共施設等売買契約書（案） 

・別添８ 埋蔵文化財発掘調査費用負担等に係る協定書（案） 

・別添９ 解体・撤去に係る協定書（案） 

・別添１０ 教育センター跡建物譲渡契約書（案） 
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第１章 事業内容 

１  事業名称 

市立教育センター跡地活用事業 

 

２  事業の目的 

本事業は、近年の子ども・子育てを取り巻く環境の変化や多様化を踏まえ、市の子ども・

子育てに関する課題への対応として、市立教育センター跡地（以下「本件土地」といいます。）

において、新たに「保育所機能」、「児童の放課後活動の場機能」、「中高生の居場所機能」を

導入することを目的とします。 

本事業の基本コンセプトと整備の目標は、次のとおりです。 

 

◆事業コンセプト 

子どもが自分らしく過ごせる居場所の提供による、すべての子どもの未来づくり 

 

◆整備の目標 

・子育て支援や子どもの居場所提供に必要なサービスを集約し、公民連携による効率

的・効果的な複合サービスを提供する施設とする 

・人々が憩い、集えるような空間が創出され、周辺地域のにぎわいの形成に資する施設

とする 

・地域と調和し、良好な住環境の維持に貢献する施設とする 

・気候変動に対応したゼロエミッションや SDGsに寄与する施設とする 

 

３  導入施設・機能 

（１）   公共機能 

本事業において導入する公共機能は、次のとおりです。 

機能名称 背景・課題 主な利用者 想定規模 

基幹保育所 

・施設の老朽化に伴い更新が必要。 
・年々増加する医療的ケアが必要な
児童及び心身に障害や発達の遅れ
がある児童など、配慮が必要な児童
への支援の拡充等、多様な保育ニー
ズへの対応が求められている。 

未就学児 
1,500㎡程度 
＋園庭（445
㎡程度） 

地域子育て支
援センター 

・子育て家庭の孤立を防ぐための交
流・相談の場としての機能が求めら
れている。 

未就学児と 
保護者 

駐車場 保育所職員 
保育所利用
者 

3台以上 

駐輪場 50台以上 
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（２）   民間機能 

本事業において導入を想定する民間機能は、次のとおりです。 

機能名称 背景・課題 主な利用者 想定規模 

児童の放課
後活動の場 

・市中心部における住宅開発等に伴い児
童数が急増しており、市営の学童クラブ
は単純定員（育成室の床面積を 1.65
㎡で除して算出した値）を大幅に超過。 
・児童の放課後活動に関するニーズの多
様化に伴い、民間によるニーズに対応
した高付加価値サービスの提供等、民
間サービスの効果的な活用が重要とな
っている。 

小学生の 
児童 

要求水準に定
める「児童の
放課後活動の
場」の要件を
満たすことを
前提とした提
案による 

中高生の居
場所 

・子ども・若者が抱える困難の複雑・複合
化や地域の繋がりの希薄化に加え、コ
ロナ禍による制限等により、孤立する子
ども・若者が少なくないなか、子ども・若
者が安心して過ごせ、自己肯定感や
人・社会と関わる力、生活習慣、学習習
慣等、将来の自立に向けて生き抜く力
を育む「居場所」が求められている。 

中学生 
高校生 

提案による 

その他の民間収益事業 提案による 提案による 

共用部（駐車場、階段、廊下等） 施設利用者 
導入する民間
機能の規模に
応じた規模 

 

４  事業方式等 

（１）   所有関係 

本事業は、民間事業者と本件土地について借地借家法（平成 3 年法律第 90 号）第 22

条に規定する定期借地権の設定契約（以下「一般定期借地権設定契約」といいます。）を締

結することで貸し付け、民間事業者が保育所機能及び民間機能が複合した施設（以下「本

施設」といいます。）を設計、建設するものです。 

また、施設は保育所機能と民間機能を合築とした場合（以下「合築形式」といいます。）、市

及び民間事業者が区分所有し、それぞれが運営を行います。保育所機能と民間機能を分棟

とした場合（以下「分棟形式」といいます。）は、市及び民間事業者がそれぞれの機能を有す

る施設を所有し、それぞれが運営を行います。なお、分棟形式で土地の分筆が必要な場合、

分筆に掛かる費用（測量や登記に関する費用を含むがこれに限らない。）は事業者負担とし

ます。 
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所有関係図（イメージ） 

公共機能と民間機能を

合築形式とした場合 

 

公共機能と民間機能を

分棟形式とした場合 
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（２）   契約関係 

土地については、一般定期借地権方式とします。 

公共機能については、民間機能と合わせて事業者が設計・整備等を実施し、完成した公

共機能部分を市が取得します。合築とした場合は、管理組合を通じて共用部の維持管理を

行います。 

民間機能については、借地上で事業者が独立採算で事業を実施します。 

その他、既存施設の解体撤去については、市の負担で事業者が実施します。また、埋蔵文

化財発掘調査については、保育所機能と民間機能の専有面積による按分負担で事業者が

実施します。 

以上を踏まえて、本事業の実施に当たり、次の契約等の締結を予定します。 

契約名 契約の概要 

市立教育センター跡地活

用事業 基本協定書 

・事業契約締結に向けた双方の協力義務等を定めたもの。 

市立教育センター跡地活

用事業 事業契約書 

・市と事業者の業務分担・リスク分担等に関する事項を定めたもの。 

・契約期間は、一般定期借地権設定契約と同期間とする。 

一般定期借地権 

設定契約条項 

・民間施設の所有及び運営を目的に、本件土地を事業者に貸し付け

るもの。 

・契約期間は、運営期間 60年間に工事期間を加えた期間とする。 

公共施設等売買契約書 ・保育所建物部分建物取得に関する事項を定めたもの。 

埋蔵文化財発掘調査費

用負担等に係る協定書 

・本件土地の埋蔵文化財発掘調査の費用負担等に係る事項を定め

たもの。 

解体・撤去に係る協定書 ・教育センター建物の解体撤去に関する事項を定めたもの。 

教育センター跡建物譲渡

契約書 

・教育センター建物を市から事業者に無償譲渡するもの。 

維持管理に係る協定 
・合築形式の場合、共用部の維持管理業務に係る事項を定めたも

の。 

 

契約関係図（イメージ） 

 

 ※担当企業は想定されるものであり、提案に応じて役割は変わるものとなります。 

・
一
般
定
期
借
地
権
設
定
契
約

府中市

・
基
本
協
定

・
事
業
契
約

貸
付
料

・
教
育
セ
ン
タ
ー
跡
建
物
譲
渡
契
約

・
解
体
撤
去
に
係
る
協
定

解
体
撤
去
負
担
金

設計建設企業

埋蔵文化財調査業務、解体・撤去業務、設計業務、
工事監理業務、建設業務等の実施

代表企業

事業者グループの
窓口

民間機能に関する企業

民間機能の整備等

民間機能提供企業

・児童の放課後活動の場の実施
・中高生の居場所の実施
・その他民間収益事業の実施

サ
ー
ビ
ス

の
利
用
料

サ
ー
ビ
ス

の
提
供

利用者等

事業者グループ

工事発注等委託・貸付等

・
公
共
施
設
等
売
買
契
約

取
得
費

維
持
管
理
費

維持管理企業

維持管理業務の実施

管理組合

・
維
持
管
理
業
務

委
託
契
約

管理費等

管理費等

合築形式の場合

・
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蔵
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化
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査
費
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負
担
金
に
係
る
協
定

埋
蔵
文
化
財
発
掘
調
査
費
用
負
担
金

維持管理
に係る協定
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（３）   業務分担 

市及び事業者の業務分担は次のとおりとします。なお、詳細については別添 1「要求水準

書」で示します。 

大分類 中分類 小項目 
分担 

市 事業者 

全体に 

関する業務 

解体・撤去業

務 

解体設計  ○ 

各種許認可手続き  ○ 

解体・撤去  ○ 

設計業務 

事前協議  ○ 

基本設計  ○ 

実施設計  ○ 

申請等  ○ 

工事監理業務 工事監理  ○ 

建設業務 建設  ○ 

維持管理業務 

（合築形式の

場合の共用

部） 

統括管理業務  ○ 

修繕業務  ○ 

清掃業務  ○ 

電気設備・空調・給排水設備

保守業務 
 

○ 

建築物環境衛生管理業務  ○ 

定期点検業務  ○ 

機械警備業務  ○ 

植栽管理業務  ○ 

その他業務 

近隣対応業務 △ ○ 

本市が行う交付金申請等の

支援業務 
○ ○ 

保育所に 

関する業務 

整備業務 

設計  ○ 

工事監理  ○ 

建設  ○ 

備品の調達 〇  

維持管理業務 維持管理 〇  

運営業務 運営 ○  

その他 既存保育所からの引っ越し 〇  

民間施設に 

関する業務 

整備業務 

設計  ○ 

工事監理  ○ 

建設  ○ 

運営業務 

児童の放課後活動の場の維

持管理・運営 
 ○ 

中高生の居場所の維持管理・

運営 
 ○ 

その他民間収益事業の実施  ○ 

事業終了時 

の対応 
 原状回復・返還  ○ 
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５  事業スケジュール（予定） 

本事業のスケジュール（予定）は、次のとおりです。 

令和７年５月 募集要項等の公表 

令和７年９月 提案書類の提出 

令和７年１０月 事業者の選定、公表 

令和７年１１月 基本協定の締結 

令和８年３月 

事業契約の締結 

既存建物無償譲渡契約の締結 ※１ 

解体・撤去に係る協定の締結 

令和８年４月 埋蔵文化財発掘調査費用負担等に係る協定の締結 

令和８年４月～令和１１年１２月 解体、設計、工事監理、建設期間 

令和９年 
一般定期借地権設定契約の締結 

公共施設等売買契約の締結 ※２ 

令和１１年 維持管理に係る協定、維持管理業務委託契約の締結 

令和１１年１２月 保育所引渡し 

令和１２年４月 保育所開園 

※１ 教育センター跡建物譲渡契約の締結に当たり、地方自治法第 96 条第 6 号及び同

法第 237 条第 2 項により、譲渡に際しては府中市議会の議決が必要となることから、

令和 8年 3月の令和 8年第１回市議会定例会に教育センター建物等の無償譲渡に係

る議案を上程する想定としています。 

※２ 公共施設等売買契約の締結に当たり、令和 9年 6月の令和 9年第 2回府中市議

会定例会、又は同年 9 月の令和 9 年第 3 回市議会定例会に保育所部分の購入に係

る議案を上程する想定としています。 
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第２章 本件土地の条件 

１  本件土地の概要 

項目 内容 

所在地 東京都府中市府中町１丁目３２番地 

立地 京王線「府中駅」北口より徒歩７分 

所有 市 

敷地面積 3,123.７８㎡ 

・近隣商業地域   １,２１９．５６㎡ 

・第一種中高層住居専用地域  1,904.２２㎡ 

用途地域 近隣商業地域 第一種中高層住居専用地域 

建ぺい率／容積率 80％ ／ 300％ 60％ ／ 200％ 

高度地区 第三種高度地区 第二種高度地区 

防火地域 防火地域 準防火地域 

日影規制  日影が規制される建築物 

： 高さが 10mを超える建築物 

測定水平面： 4.0m 

(平均地盤面からの高さ) 

 規制値種別： （二) 

 10mを超える範囲： 3時間以上 

 5mを超える範囲： 5時間以上 

 日影が規制される建築物 

： 高さが 10mを超える建築物 

測定水平面： 4.0m 

(平均地盤面からの高さ) 

 規制値種別： (一) 

 10mを超える範囲： 2時間以上 

 5mを超える範囲： 3時間以上 

接道条件 東側・南側・北側： 幅員約 6m 

西側： 幅員約 16m(都道 133号小川山府中線)  

※上記幅員はおおむねの数値であり、現況優先とする。 

開発行為 事業提案の内容により都市計画法第２９条第１項の規定による許可を必要とする「開

発行為」に該当する場合があります。 

供
給
設
備 

上水道 接続可 

下水道 接続可 

電気 接続可 

ガス 接続可 
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第３章 本件土地の貸付に関する条件 

１  一般定期借地権設定契約 

市は事業者と、本件土地について一般定期借地権設定契約を締結することで、貸し付け

るものとします。なお、公正証書作成に関する費用は、事業者の負担とします。 

また、市及び事業者は、自らの責めに帰すべき事由により一般定期借地権設定契約の締

結が一般定期借地権設定契約締結予定日を遅延したことに起因して相手方に損害を与え

た場合は、当該損害を賠償するものとします。 

 

２  貸付期間 

本件土地の貸付期間は、新施設の整備に係る期間、新施設の運営期間 60 年間、及び一

般定期借地権設定契約の終了に伴う新施設の解体に係る期間を加えた期間とします。この

内、貸付料が発生する期間は、新施設の整備に係る期間、及び運営期間 60 年間を加えた

期間とします。 

なお、新施設の整備に係る期間及び新施設の解体に係る期間については、提案内容に基

づき設定する予定です。 

貸付期間（イメージ） 

令和８年～（4年間）    令和１２年～（60年間）               令和７２年～ 

既存建物 

解体期間 

新施設 

整備期間 

新施設 

運営期間 

新施設 

解体期間 

         

 

３  貸付料の計算方法 

（１）   貸付対象面積 

ア  合築形式の場合 

合築建物の土地、合築建物に付随する外構における借地権は、市と事業者の準共有とし、

借地権の準共有持分割合は、合築建物における保育所機能と民間機能の専有面積按分に

基づき算定した割合により定めることとします。この場合、貸付対象面積は、本件土地の面

積から、上記の方法により算定した保育所機能部分の面積を除いた面積とします。 

 

イ  分棟形式の場合 

この場合、貸付対象面積は、本件土地の面積から、保育所機能部分の土地、外構（保育

所機能部分）を除く面積とします。なお、外構（保育所機能部分）の面積は、外構面積を本件

土地全体における保育所機能と民間機能の専有面積で按分し算出した面積のうち、保育所

機能に応じた面積とします。 

 

（２）   貸付料単価 

貸付料は、次に示す貸付料単価を条件とします。 

貸付料単価 446円/㎡・月 

 

（３）   計算方法 

事業者は、貸付料単価に有効面積を乗じた額を貸付期間にわたって市に対して支払うも

のとします。貸付期間にわたる貸付料の総額は、次の式で算出するものとします。 

貸付期間 

貸付料発生期間 
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この内、貸付対象面積内に国分寺街道の碑が設置される場合は、貸付対象面積から国分

寺街道の碑の面積を除いた面積を有効面積とします（有効面積は小数点第２位以下を切り

捨てとします）。 

貸付料総額 

貸付料単価（円/㎡・月） × 12（か月） × 有効面積（㎡） × 貸付料発生期間（年） 

 

４  貸付料の支払方法 

貸付料は、借地権の存続期間において発生するものとします。 

事業者は、貸付料発生期間中、各事業年度を前期（4月 1日から 9月 30日まで）と後期

（10月 1日から翌年 3月 31日まで）の半期に区分して、貸付料の各期に相当する金額を、

当該事業年度の前期及び後期の開始日から起算して 30 日以内に甲が発行する納入通知

書により支払うものとします（半期ごとの貸付料に端数が生じた場合は、前期に合算するも

のとします）。貸付料の支払いが遅延した場合は、事業者は市に対して延滞金を支払うもの

とします。なお、延滞金は、支払い期日の翌日から当該支払いを完了した日までの期間の日

数に応じ、年 14.6%の割合を乗じて、年365日の日割り計算（うるう年の場合を含みます。）

とし、1円未満の端数は切り捨てます。 

 

５  貸付料の改定方法 

貸付料は、貸付対象面積を対象に次に示す指標と算定式により改定します。 

改定は、令和 12年 4月 1日を第 1回とし、その後 3年ごとの応当日に実施するものとし

ます。 

使用する指標 算定式 

固定資産税 

路線価※ 

 

（１） 令和 12年 3月までの貸付料 

  改定しない 

（２） 令和 12年 4月以降における貸付料 

  次の算定式に基づき 3年ごとに改定する 

Pt =Pt-3×（Wt / Wt-3）  
  Pt-3 ：前回改定時の貸付料、なお初回は本要項で示す貸付料 

  Pt   ：土地評価額に基づく令和[t]年４月から翌年３月の貸付料 

  Wt  ：令和[t]年の４月に判明している最新の指標 

  Wt-3：前回改定時の指標。 

なお初回は、令和９年４月時点に判明している最新の指標。 

※増減の対象となる貸付料は㎡単価（月額）とし、Pt に小数点以下が

生じた場合は、四捨五入するものとします。また、改定後の㎡単価を

面積に乗じて出た金額に小数点以下が生じた場合も、四捨五入す

るものとします。 

※本敷地は三方の路線価に面することから、財産評価基本通達 18「三方又は四方が路線

に接する宅地の評価」に基づき評価することとします。 

６  保証 

一般定期借地権設定契約に伴う契約保証金は、月額貸付料の 30 か月とし、支払いは、

原則として一般定期借地権設定契約の締結時までに、選定事業者が本市に預託するものと

します。 

 

７  貸付料の前払い的性格を有する一時金（保証金を除く。）の取扱い 

権利金や前受等の貸付料の前払い的性格を有する一時金（保証金を除く。）の支払いは

ありません。 
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８  用途の指定 

事業者は、本件土地を「第 1章 3導入施設・機能」、事業契約書及び事業者による提案書

に記載した施設を建設、運営する用地として使用しなければならないものとします。ただし、

やむを得ない事由により提案内容の用途を変更する事由が生じた場合は、「第 1 章 3 導入

施設・機能」を満たす範囲で、市の書面による承諾を得た場合に限り、用途を変更すること

ができるものとします。また、児童の放課後活動の場と中高生の居場所機能を終了する際も、

本項目に基づき手続きを行うこととします。 

 

９  借地権の譲渡・転貸 

事業者は、借地権の譲渡又は転貸を行うことはできません。ただし、同事業を継続する場

合などで、市が事前に書面によって承諾した場合はこの限りではありません。 

 

１０  貸付期間終了時の取扱い 

事業者は一般定期借地権設定契約の期間が満了したとき又は解除されたときは、直ちに

民間施設（民間施設に係る設備を含み、保育所及び保育所に係る設備は除く。）を事業者の

負担により撤去し、本件土地を原状に回復させ、市に返還しなければならないものとします。

ただし、協議の結果、貸付期間終了時の取扱いが変更される可能性があります。 

 合築形式の場合、本件土地を市に返還するにあたり保育所機能の撤去が必要となる場

合には、民間施設と併せて事業者が撤去することとしますが、保育所機能に係る撤去費

の本市の負担について、公共単価による算定を基本としつつ、協議の上で決定すること

とします。 

 事業者が市に預託した保証金は、一般定期借地権設定契約の期間満了時に、本件土

地を市に返還した後、未払い債務等を差し引いた上で無利息にて事業者に返還します。 

 合築形式の場合に、事業者の責めに帰すべき事由により、事業期間終了前に一般定期

借地権設定契約を解除する場合、市の選択により、「民間施設等」の所有権を無償で市

が取得するか、又は事業者の責任及び費用負担において「民間施設等」の全部又は一

部を解体して更地にするものとします。この場合は、契約保証金相当額の違約金が発

生します。 

 事業者は、事業期間中を通じて民間機能の解体費相当額を積み立てることとし、貸付

期間を通じて、適切に積立が行われることが確認できる内容を合わせて提出してくださ

い。 

 

１１  貸付期間終了に伴う協議 

市と事業者は、一般定期借地権設定契約の終了について必要な事項を協議し事務手続

き等行うために、一般定期借地権設定契約の期間満了日の 3 年前から協議を行うものとし

ます。なお、市からの申し出がある場合に限り、当事者の合意により再契約をすることができ

るものとします。 
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第４章 事業実施に関する条件 

１  設計、建設に関する条件 

本施設の設計、建設に関する条件は、別添 1「要求水準書」に示すとおりです。 

 

２  維持管理に関する条件 

（１）   維持管理業務の対象 

維持管理業務の対象は、合築形式の場合における区分所有建物の共用部です。ここでい

う共用部は、建物全体の建築部分、建築設備部分、駐車場、外構、植栽等を対象とし、民間

施設内の共用部は対象外とします。 

保育所機能の専有部及び共用部における専用使用部分については、本事業とは別に他

の保育所等施設と合わせて包括管理委託による維持管理を実施するため、本要求水準の

対象外とします。また、事業者が所有する民間機能の維持管理は、事業者が自らの負担で

行うものとし、本業務の対象外とします。そのため、分棟形式の場合は、維持管理業務は発

生しません。 

維持管理業務は、市を含む区分所有者で構成される管理組合から事業者に委託し、事業

者が維持管理を行ってください。また、市と管理組合間では協定の締結を予定しています。 

（２）   維持管理業務の条件 

維持管理業務に関する条件は、別添 1「要求水準書」に示すとおりです。 

 

３  運営に関する条件 

（１）   民間施設の運営開始 

民間施設の運営開始日は原則として保育所の開館予定日と同一としますが、事業者の提

案により、市がその内容を認めた場合、保育所の引渡予定日より早期に運営を開始すること

ができるものとします。 

（２）   民間施設の賃貸 

事業者は、次の要件を満たしている場合に、自らの責任において民間施設を第三者（以下

「テナント事業者」といいます。）に賃貸することができるものとします。なお、テナント事業者

を変更する場合（提案時のテナントの変更を含む。）についても同様とします。 

① テナント事業者の企業名、営業内容等について市に通知し、承諾を得ていること。 

② 事業者とテナント事業者の賃貸借契約が定期建物賃貸借契約であり、書面をもって契

約が締結されていること。 

③ 定期建物賃貸借契約期間満了時に契約が更新されないものであることを、事業者がテ

ナント事業者に対して書面を交付して説明し、同意を得ていること。 

④ 定期建物賃貸借契約の期間が民間施設の借地権の存続期間を超えない（再契約又は

テナント事業者の交替の場合は従前の期間を通算して民間施設の借地権の存続期間

を超えない）ものであること。 

（３）   民間施設の譲渡 

事業者は、次の要件を満たしている場合に、自らの責任において民間施設を第三者（以下

「購入者」といいます。）に譲渡することができるものとします。 

① 購入者が企業の場合は、その企業名、営業内容等について市に通知し、承諾を得てい

ること。なお、購入者を変更する場合（提案時の購入者の変更を含む。）についても同様

とします。 

② 購入者が個人の場合は、購入人数及び購入用途等、また住宅ローンの調達のための抵

当権設定がある場合はその旨について市に通知し、承諾を得ていること。 
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③ 借地権は購入者に譲渡されず、書面による市の事前承諾に基づく転借地権とし、書面

をもって転借地権の設定に関する契約（以下「転借地権設定契約」といいます。）が締

結されていること。 

④ 市と事業者間の一般定期借地権設定契約の終了に伴い、事業者と購入者間の転借地

権設定契約も終了する契約となっており、終了に伴い施設の撤去等を含む原状回復に

よる土地の返還が発生することを、事業者が購入者に対して書面を交付して説明し、同

意を得ていること。 

⑤ 転借地権設定契約の期間が民間施設の借地権の存続期間を超えない（再契約又は購

入者の交替の場合は従前の期間を通算して民間施設の借地権の存続期間を超えない）

ものであること。 

 

４  教育センター建物等の解体・撤去に関する費用の負担方法 

（１）   解体・撤去費の上限額 

市は、教育センター建物等の解体・撤去に係る設計費、工事費及び諸経費等（以下「解体

撤去費」）の支払いは、下記に示す額以下であることを条件に、事業者が提案する額としま

す。下記に示す額には、要求水準書添付資料「別紙 4 アスベスト及びＰＣＢ含有調査委託調

査報告書」に記載のあるアスベスト等への対策費を含みます。 

解体撤去費の上限額 
33４，６７２，０００円 

 （消費税及び地方消費税を含む。） 

 

（２）   支払方法 

事業者は、解体・撤去に係る工事着手時及び工事完了の確認終了時にそれぞれ市が求

める書類により、解体撤去費の支払いを市に請求することができるものとします。 

 

（３）   物価変動に伴う費用の改定 

解体撤去費は、物価変動に基づく改定の対象とします。 

ア  対象となる費用 

対象費用は、直接解体撤去工事費及び共通費などの工事施工に必要となる経費とします。 

イ  改定方法 

物価変動等に一定程度の下降又は上昇があった場合は、その変動の割合に応じて契約

金額の変更を行うものとします。より詳細な変更方法は、府中市契約条項・特約条項工事請

負に基づくものとします。ただし、同契約条項の第 26 条第 6 項を適用する際は、物価変動

の指標として国土交通省が公表する建設工事費デフレーター「建設総合」を用いることとし

ます。 

 

（４）   解体撤去費の増額 

事前の公表資料等から読み取れるものは、解体撤去費の範囲内で行う工事として事業者

の負担とし、契約以降に事業者が行った調査によって新たに必要となったアスベスト・断熱

材等の対策費、及び地中埋設物等の対策費については、東京都財務局の積算基準による

算定を基本として、協議の上で必要な増額分は市が負担することとします。 

 

５  保育所の整備に関する費用の負担方法 

（１）   保育所取得費の上限額 
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保育所機能の取得価格は、次に示す取得上限額以下であることを条件に、事業者が提案

した額を基に、下記の仕様変更等に伴う場合又は物価変動に伴う場合に基づき、市と事業

者と協議の上で、事業契約で定める価格とします。 

ここでの取得対象は、保育所機能の専有部、及び共用部の内、保育所機能と民間機能の

専有面積按分に基づき算定した割合分とします。 

保育所取得価格の上限額 
1,438,169,000円 

（消費税及び地方消費税を含む。） 

 

（２）   支払方法 

保育所機能は、設計が完了した後、取得価格その他必要事項を定めた売買契約を締結し

ます。市又は事業者のいずれかの申し出により、市と事業者が合意し、仕様変更等が生じる

場合、売買価格を変更することができます。 

 

（３）   物価変動に伴う費用の改定 

保育所取得価格は、物価変動に基づく改定の対象とします。 

ア  対象となる費用 

改定の対象費用は、事業者が提案した保育所取得価格の内訳のうち、「建設工事」を対象

とします。 

イ  改定方法 

物価変動等に一定程度の下降又は上昇があった場合は、市及び事業者は、物価変動に

基づく改定の申し入れを行うことができ、その変動の割合に応じて契約金額の変更を行うも

のとし、詳細は、公共施設等売買契約に基づくものとします。物価変動の指標としては、一般

財団法人建設物価調査会が公表する建設物価建築費指数の内「構造別平均（RC）」を用い

ることとします。 

 

（４）   仕様変更に伴う費用の改定 

保育所取得価格は、仕様変更に基づく改定の対象とし、市及び事業者は、保育所の仕様

変更等が生じる場合、取得価格の改定の申し入れを行うことができるものとします。詳細は、

公共施設等売買契約に基づくものとします。  

 

（５）   保証 

公共施設等売買契約に伴う契約保証金は、保育所取得価格の 10％とし、支払いは、原則

として公共施設等売買契約の締結時までに、選定事業者が本市に預託するものとします。 

 

６  維持管理業務に関する費用の負担方法 

合築形式の場合の維持管理業務の費用は、施設全体の共用部に要する維持管理費に対

して、保育所機能と民間機能の専有面積による按分負担を基本としますが、具体的な維持

管理業務の仕様及び費用は、事業者選定後に市と事業者が協議して、定めるものとします。 

 

７  「児童の放課後活動の場」の提供に関する補助 

放課後児童健全育成事業の実施にあたり、施設整備費及び管理運営費の補助制度を創

設予定です。補助制度創設の背景は要求水準書添付資料「別紙 1６児童の放課後活動の場

についての補助制度創設の背景」を参照ください。 
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８  遵守すべき法令等 

事業者は、本事業を実施するに当たり必要とされる関係法令等を遵守するものとします。 

 

９  モニタリング 

市は、事業の実施状況についてモニタリングを実施し、事業者が定められた業務を確実に

行い、要求水準書の内容をすべて満たしているかを確認します。 

市は、モニタリングの結果、要求水準が満たされていないと合理的に判断した場合には、

事業者に業務改善計画書の提出を求めます。この場合、事業者は、業務改善計画書に従い、

業務改善に取り組むこととします。 

 

１０  社会情勢やニーズの変化等への対応 

市は、社会情勢や市民ニーズの変化等に対応するため、モニタリングを通じて社会情勢

や市民ニーズの変化等に伴い、要求水準書の内容に変更が必要となった場合、事業者に対

し、変更に向けた協議を申し入れることができるものとします。この場合、市及び事業者は相

互に誠実に協議を行うものとします。 
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第５章 リスク・責任等の分担 

１  基本的な考え方 

本事業では、最も適切にリスクを管理することができる者が当該リスクを担当するとの考

え方に基づき、市と事業者が適正にリスクを分担することで、より低廉で質の高いサービス

の提供を目指すものです。 

そのため、事業者が担当する業務については、事業者が責任をもって遂行し、業務に伴い

発生するリスクについては、原則として事業者が負うものとします。ただし、市が責任を負う

べき合理的な理由がある事項については、市がそのすべて又は一部の責任を負うものとし

ます。 

 

２  想定するリスク分担 

本事業における市と事業者のリスク分担は、原則として募集要項巻末のリスク分担表及

び募集要項添付 4「事業契約書（案）」に示し、詳細は事業契約において定めるものとします。 

 

３  リスク顕在化時の費用負担方法 

市又は事業者のいずれかが責任を負うべきとしたリスクが顕在化した場合に生じる費用

は、原則としてその責任を負う者が全額を負担するものとします。 

また、市及び事業者が分担して責任を負うべきとしたリスクが顕在化した場合に生じる費

用の負担方法は、原則として募集要項巻末のリスク分担表及び添付 4「事業契約書（案）」に

示し、詳細は事業契約において定めるものとします。 
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第６章 事業者が備えるべき要件 

１  応募者の構成等 

応募者は、本事業を行う企画力、資本力等経営能力を備えた単独企業（以下「応募企業」

といいます。）又は複数の企業により構成されるグループ（以下「応募グループ」といいます。）

とし（以下応募グループを構成する複数企業を「構成員」といいます。）、応募グループの場

合は、構成員のうちの 1 社を代表企業として定めることとします。代表企業は、本事業が円

滑に実施されるよう、市及び各構成員間の調整業務等を行うこととします。なお、提案書提

出以降における構成員（代表企業を含みます。）の変更及び追加は原則として認めません。 

応募企業又は応募グループの構成員は、他の応募グループの構成員となることはできま

せん。 

また、応募企業又は応募グループは、複数の提案をすることはできません。 

なお、本事業を実施するに当たり、本事業の実施のみを目的とする新たな会社（会社法

（平成 17年法律第86号）に基づく株式会社とします。）を設立して事業実施を行う場合は、

その旨を提案書に記載してください。 

 

２  応募者の参加資格要件 

応募企業又は応募グループの構成員（代表企業を含みます。）は、「4 参加資格確認基準

日」に定める確認基準日において、それぞれ次に掲げる要件を全て備えていることを要件と

します。 

（１）   教育センター建物等の解体・撤去に関する要件 

教育センター建物等の解体・撤去を担当する企業（以下「解体・撤去企業」といいます。）

は、次の要件を満たす企業とします。 

 教育センター建物と同規模以上の建造物解体実績を有すること。 

（２）   保育所の設計に関する要件 

保育所の設計業務を担当する企業（企業の設計部門が担当する場合も含み、以下「設計

企業」といいます。）は、次の要件を全て満たす企業とします。 

① 建築士法（昭和 25 年法律第 202 号）第 23 条の規定に基づく一級建築士事務所の

登録を行っていること。 

② 「4 参加資格確認基準日」に定める確認基準日から起算して、設計企業と過去 3 か月

以上の直接的かつ恒常的な雇用関係がある一級建築士である管理技術者（設計業務

の技術上の管理等を行う者をいいます。）を配置できること。 

③ 「4 参加資格確認基準日」に定める確認基準日から過去 10 年以内に社会福祉施設又

は子育て支援施設の設計を元請けとして業務を完了した実績を有していること。（設計

施工一括発注の事業も含みます。） 

④ 都市計画法（昭和 43 年法律第 100 号）第 30 条の規定による申請書のうち、同法第

31 条に定める設計図書の作成の実績を有していること（作成した図書により、同法第

29条の許可を受けたものに限ります。）。 

（３）   保育所の工事監理に関する要件 

保育所の工事監理業務を担当する企業（以下「工事監理企業」といいます。）は、次の要

件を全て満たす企業とします。 

① 建築士法（昭和 25 年法律第 202 号）第 23 条の規定に基づく一級建築士事務所の

登録を行っていること。 

② 「4参加資格確認基準日」に定める確認基準日から過去 10年以内にしゅん工した施設

のうち、本事業の要求水準において市が求める保育所機能と同規模以上の延床面積

の公益施設に係る新築工事に伴う工事監理を履行した実績を有すること。なお、ここで

いう公益施設とは、保育所、幼稚園、認定こども園、小学校、中学校、高齢者福祉施設、
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医療施設、その他社会福祉施設、子育て支援施設等を意味し、民間や私立の施設も含

むものとします。 

（４）   保育所の建設に関する条件 

保育所の建設業務を担当する企業（以下「建設企業」といいます。）は、次の要件を全て満

たす企業とします。 

① 建設業法（昭和 24 年法律第 100 号）第 1５条の規定による特定建設業の許可を有し

ていること。 

② 次の要件を全て満たす監理技術者を専任かつ常駐で配置できること。 

 一級建築施工管理技士若しくは一級建築士の資格を有する者又は建設業法第

15条第 2号ハの規程による認定を受けた者であること。 

 建設業法第 27 条の 18第 1 項の規定による建設工事業に係る監理技術者資格

者証を有し、建設業法第 26 条第４項の規定に基づき選任された者で、参加申込

書類の受付日から起算して、建設企業と過去 3 か月以上の直接的かつ恒常的な

雇用関係があること。 

③ 建設業法に規定する建築一式工事に係る経営事項審査結果の総合評定値が 800 点

以上であること。 

④ 「4参加資格確認基準日」に定める確認基準日から過去 10年以内にしゅん工した物件

のうち、本事業の要求水準において市が求める保育所機能と同規模以上の延床面積

の公益施設に係る新築工事を履行した実績を有すること。なお、ここでいう公益施設と

は、保育所、幼稚園、認定こども園、小学校、中学校、高齢者福祉施設、医療施設、その

他社会福祉施設、子育て支援施設等を意味し、民間や私立の施設も含むものとします。 

（５）   維持管理に関する条件 

維持管理業務を担当する企業（以下「維持管理企業」といいます。）は、次の要件を全て満

たす企業とします。 

 「4参加資格確認基準日」に定める確認基準日から過去 10年以内に、複合施設に係る

維持管理業務を履行した実績を有すること。 

（６）   児童の放課後活動の場の実施に関する条件 

児童の放課後活動の場を実施する企業（以下「学童クラブ事業者」といいます。）は、次の

要件を満たす企業とします。 

 「4参加資格確認基準日」に定める確認基準日から過去 5年以内に、学童クラブ、児童

館、放課後子ども教室又は学童クラブ類似事業等のいずれかの運営を継続して2年以

上履行した実績を有していること（地方公共団体等からの学童クラブ運営業務の受託

や指定管理者としての運営も含みます）。 

 

３  応募者の制限 

応募企業及び応募グループの構成員のほか、応募企業又は応募グループの構成員から

業務を受託又は請け負う企業等が、次の各要件のいずれかに該当する場合は、本事業に応

募することはできません。 

① 地方自治法施行令（昭和 22年政令第 16号）第 167条の 4の規程に該当する者 

② 会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）、民事再生法（平成 11 年法律第 225 号）等

に基づく更生又は再生手続きを行っている法人 

③ 銀行取引停止、主要取引先からの取引停止等の事実があり、客観的に経営状態が不

健全であると判断された法人 

④ 募集要項等の公表日から提案書類の受付期間の終了までの間、市から指名停止措置

を受けている法人 

⑤ 公租公課の滞納がある法人 
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⑥ 次に挙げる本事業に係るアドバイザリー業務の関与者に資本面で関連（関与者の発行

済み株式総数の 100分の 50 を超える株式を有し、又はその出資の総額の 100分の

50 を超える出資をしていることをいいます。）している、又は、人事面で関連（会社の代

表者又は役員が関与者の代表者又は役員を兼ねていることをいいます。）している法

人。 

＜アドバイザリー業務の関与者＞ 

株式会社日本経済研究所 

株式会社多摩設計 

アンダーソン・毛利・友常法律事務所外国法共同事業 

株式会社谷澤総合鑑定所 

⑦ 本事業の選定委員会の委員（以下「選定委員」といいます。）が属する法人に資本面で

関連している、又は人事面で関連している法人。 

⑧ 次のいずれかに該当する法人 

 自らが暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成 3 年法律第 77 号。

以下「暴力団対策法」といいます。）第 2 条第 2号に規定する暴力団（以下「暴力団」

といいます。）である者 

 自らの役員等が暴力団対策法第 2条第 6号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」

といいます。）である者 

 自らの経営に暴力団員又は暴力団若しくは暴力団員と密接な関係を有するもの（以

下「暴力団関係者」といいます。）が実質的に関与している者 

 自ら又は自らの役員等が、自社、自己若しくは第三者の不正の利益を図り、又は第

三者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団関係者を利用するなどしてい

る者 

 自ら又は自らの役員等が、暴力団又は暴力団関係者に対して資金等を供給し、若し

くは便宜等を供与するなど、積極的に暴力団の維持若しくは運営に協力し、又は関与

している者 

 自ら又は自らの役員等が、暴力団又は暴力団関係者と社会的に非難されるべき関係

を有している者 

 自ら又は自らの役員等が、暴力団又は暴力団関係者であることを知りながら、これを

不当に利用するなどしている者 

⑨ 経常利益が直近 3事業年度連続で赤字となっている法人。 

⑩ 自己資本金額が直近事業年度において債務超過となっている法人。 

⑪ 営業活動によるキャッシュフローが直近 3事業年度連続でマイナスとなっている法人。 

 

４  参加資格確認基準日 

上記 2及び 3の資格要件等の確認基準日は、参加申込書等の提出締切日とします。 

なお、参加申込書等の提出締切日以降、基本協定締結までの間に、応募資格等及び応募

者の制限に抵触した場合は失格とします。 
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第７章 事業者の募集及び選定に関する事項 

１  募集及び選定方法 

事業者の募集及び選定の方法は、公募型プロポーザル方式を採用し、競争性及び透明性

の確保に配慮した上で、事業者から施設整備や運営等についての具体的な提案を受け、書

類審査及びヒアリングの結果等を総合的に評価し、選定します。 

 

２  募集及び選定スケジュール 

本事業の募集及び選定スケジュールは、次のとおり予定しています。 

時期 実施内容 

令和 7年 5月 7日 公告 

令和 7年 5月 16日、18日 説明会及び現地見学会の開催 

令和 7年 5月 7日～27日 募集要項等に関する質問の受付（第 1回） 

（参加資格に関する質問） 

令和 7年 6月 6日 募集要項等に関する質問に対する回答（第 1回） 

（参加資格に関する質問に対する回答） 

令和 7年 6月 9日～27日 募集要項等に関する質問の受付（第 2回） 

（参加資格以外の事項に関する質問） 

※中高生の居場所に関する質問含む 

令和 7年 6月 9日～27日 参加申込書受付 

令和 7年 7月 9日  参加申込確認結果の通知 

令和 7年 7月 16日 募集要項等に関する質問に対する回答（第 2回） 

（参加資格以外の事項に関する質問に対する回答） 

※中高生の居場所に関する質問含む 

令和 7年 7月 28日～30日 競争的対話の実施 

令和 7年 8月 8日 競争的対話の結果の公表 

令和 7年 9月 12日 提案書類の受付 

令和 7年 10月中旬 ヒアリングの実施 

令和 7年 10月中旬 優先交渉権者の決定 

令和 7年 11月上旬 基本協定の締結 

令和 7年 12月末 既存建物無償譲渡仮契約の締結 

令和 8年 3月 事業契約等の締結 

 

３  募集要項等の公表 

募集要項等を市のホームページに公表するとともに、次の要領にて閲覧に供します。 

閲覧期間 令和 7年 5月 7日（水）～6月 27日（金）まで 

※午前 9時から午後 5時までの間（土・日曜日及び祝日を除く。） 

ただし正午から午後 1時までの間を除きます。 

閲覧場所 府中市総務管理部財産活用課 

資料の提供 ・要求水準書の添付資料の一部は、提供を希望する事業者に対して、

データが格納された記録媒体の貸出を行います。提供を希望する事

業者は、募集要項別添 3「様式集」に収録されている「様式 1-1要求

水準書別紙提供申込書」に記入の上、本書末尾に掲載した「本事業

の事務局」のメールアドレス宛てに送付してください。 
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４  説明会及び現地見学会の開催 

本事業へ応募を検討する事業者に対して、募集要項等に関する説明会及び現地見学会

を開催します。 

見学対象施設 

及び日時 

・説明会及び教育センター見学会 

令和 7年 5月 16日（金）10:00～、14:00～（2回開催）  

・市立保育所見学会 

令和 7年 5月 18日（日）1４：00～ 

申込方法 ・参加を希望する場合は、５月 14日（水）午後５時までに募集要項別

添 3「様式集」に収録されている「様式 1-2説明会及び現地見学会

参加申込書」に記入の上、本書末尾に掲載した「本事業の事務局」の

メールアドレス宛てに送付してください。 

・提出した際は、「本事業の事務局」に電話で連絡し、電子メールの到

達を確認してください。 

・参加申込みのあった事業者に５月 15日（木）までに、詳細を連絡し

ます。 

・なお、説明会・現地見学会への参加は、１法人につき 3名までとしま

す。 

その他 ・説明会及び現地見学会への参加は、応募に当たっての条件ではあり

ません。 

・参加の際は、募集要項等を各自持参してください。 

・見学を行う市立保育所は、地域子育て支援センターが併設されてい

る住吉保育所（東京都府中市住吉町 2-30-47）となります。 

・当日は質問の受付及び回答は行いません。質問がある場合は、質問

書の提出期間内に質問書を提出してください。 

・現地には駐車場がないため、公共交通機関を利用して来場してくだ

さい。また車で来場する場合は、周辺の民間駐車場を利用し、路上

駐車等により周辺住民等に迷惑が掛からないようにしてください。 

・応募状況により、時間を調整させていただく可能性があります。 

・本市に大雨洪水警報又はその他警報が発令された場合は、延期とし

ます。延期の場合は、本市ホームページに掲載します。 

 

５  質問の受付及び回答の公表 

募集要項等に関する質問の受付及び回答の公表は、次の要領により行います。 

質問受付期間 ＜第 1回（参加資格に関する質問）＞ 

令和７年５月７日（水）～令和７年５月２7日（火）午後５時（必着） 

＜第 2回（参加資格以外の事項に関する質問）＞ 

令和７年６月９日（月）～令和７年６月２7日（金）午後５時（必着） 

※ただし、いずれも午前９時から午後５時まで（土・日曜日及び祝日を

除く。） 

受付方法 ・質問の内容を簡潔にまとめ、集要項別添 3「様式集」に収録されている

「様式 1-3-1募集要項等に関する質問書」（第 1回質問時）もしくは

「様式 1-3-2募集要項等に関する質問書」（第 2回質問時）に記入の

上、本書末尾に掲載した「本事業の事務局」のメールアドレス宛てに送

付してください。 

・提出した際は、「本事業の事務局」に電話で連絡し、電子メールの到達

を確認してください。 

・また、送付するファイル形式は、Microsoft Excel とします。 

回答の公表 ＜第 1回（参加資格に関する質問）回答＞ 
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 令和 7年 6月 6日（金） 

＜第 2回（参加資格以外の事項に関する質問）回答＞ 

令和 7年 7月 16日（水） 

 

・質問に対する回答は回答予定日の午後 5時までに本市ホームページ

で公表します。 

・なお、受け付けた質問に対する回答は、質問者名を除き、原則として質

問内容を含め、市のホームページにおいて公表する予定です。 

・そのため、質問には、質問者等の特殊な技術、ノウハウ等に関り、質問

者等の権利、競争上の地位その他正当な利益を害する恐れのある内

容を含まないよう、留意してください。 

・第 2回の質問では、中高生の居場所で提案を想定している機能につ

いて、非公表で質問の受付及び回答を行います。建築基準法等の法

的な制約がないか確認した上で、個別にご回答します。 

 

６  参加申込の受付 

応募者は、募集要項別添 3「様式集」に収録されている参加申込関係資料（以下「参加申

込書等」といいます。）を次の方法で提出してください。なお、提出は代表企業が行ってくだ

さい。 

作成要領 ・参加申込書等の種類及び部数等を含む作成に当たっての要領は、募

集要項別添 3「様式集」を確認してください。 

・様式第2-1号を表紙とし、様式第2-2号及び添付資料（任意様式）の

順番にまとめた上で、正本 1 部と副本（正本の写し）2 部を提出してく

ださい。 

受付期間 令和７年６月９日（月）～令和７年６月 27日（金）午後５時（必着） 

※午前９時から午後５時まで（土・日曜日及び祝日を除く。） 

受付方法 ・参加申込書等を本書末尾に掲載した「本事業の事務局」の住所まで郵

送又は持参してください。 

・あわせて、郵送又は持参した参加申込書等の書類一式の電子データ

を、本書末尾に掲載した「本事業の事務局」のメールアドレス宛てに送

付してください。 

・提出した際は、「本事業の事務局」に電話で連絡し、電子メールの到達

を確認してください。 

結果の通知 ・市は、提出された参加申込書等を確認し、その確認結果を通知しま

す。 

  

７  競争的対話の実施 

応募者が本事業に対する理解を深め、本事業の趣旨に沿ったより良い提案を実施いただ

けるように、参加資格確認通知書の送付を受けた応募者との間で、次の要領により競争的

対話を実施します。 

開催時期 令和７年７月 28日（月）～令和７年７月 30日（水） 

開催場所 府中市役所（予定） 

受付方法 ・参加申込の確認結果が通知された事業者で、競争的対話の参加を

希望する事業者は、集要項別添 3「様式集」に収録されている「様式

1-4-1競争的対話参加申込書」及び「様式 1-4-2競争的対話確認

事項」に記入の上、本書末尾に掲載した「本事業の事務局」のメール

アドレス宛てに送付してください。 
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・提出した際は、「本事業の事務局」に電話で連絡し、電子メールの到

達を確認してください。 

実施方法 ・対話内容は書面にて記録し、募集要項等の一部を構成し、同等の効

力を有するものとします。 

・対話結果は、応募者の特殊な技術、ノウハウ等に係り、応募者の権

利、競争上の地位、その他の正当な利益を害するおそれがあると考

えられるものを除き、市のホームページにて公表します。なお、公表に

当たって公表資料を事前に応募者と確認します。 

留意事項 ・参加者は、1応募者につき 15名までを予定しています。 

・対話には、市の関係職員のほか、本事業に係るアドバイザリー業務を

受託した者も出席します。 

 

８  提案書類の受付 

参加資格が認められた応募者は、募集要項別添 3「様式集」に収録されている提案書類

（以下「提案書類等」といいます。）を次の方法で提出してください。なお、提出は代表企業が

行ってください。 

作成要領 ・提案書類等の種類及び部数等を含む作成に当たっての要領は、募集

要項別添 3「様式集」を確認してください。 

・様式集に記載の順番にまとめた上で、所定の部数を印刷し、ファイルに

綴じて提出してください。 

受付期間 令和７年 9月 8日（月）～令和７年 9月 12日（金）午後５時（必着） 

※午前９時から午後５時まで（土・日曜日及び祝日を除く。） 

受付方法 ・提案書類等を本書末尾に掲載した「本事業の事務局」の住所まで郵送

又は持参してください。 

・あわせて、郵送又は持参した提案書類等の書類一式の電子データを、

本書末尾に掲載した「本事業の事務局」のメールアドレス宛てに送付も

しくはCD-R等の記録媒体により提出してください。 

・電子メールで提出した際は、「本事業の事務局」に電話で連絡し、電子

メールの到達を確認してください。 

結果の通知 ・市は、提出された提案書類を確認し、基礎審査を行った上で、審査結

果を通知します。 

・基礎審査の結果、失格と通知された者は、市に対して失格とされた理

由について、次に従い、書面（様式自由。ただし、Ａ４版とする。）により

説明を求めることができます。 

＜提出日＞ 

令和７年９月 22日（月）～令和７年９月 26日（金） 正午（必着） 

＜提出先＞ 

本書末尾に掲載した「本事業の事務局」の住所 

＜提出方法＞ 

持参又は郵送により提出するものとする。なお、郵送する場合は、上記

に示す提出日までに必着するように必ず「配達記録郵便」にて郵送し

てください。 

留意事項 ・市は、応募者に対し、必要に応じて、提案書類等提出後に聞き取りや

書面により提案内容の確認を行うことがあります。 

・各様式のうち、指定された枚数制限の記載があるものについては厳守

してください。また、指定のないものについても、可能な限り簡易な記

載とし、必要最小限の枚数としてください。 
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・提案書類等で使用する文字の大きさは、設計図面及び提出書類に記

載するイラスト、図表などを除き、10ポイント以上としてください。なお、

図中又は表中の文字については、可能な限り8ポイント以上とし、行間

は読みやすさを考慮してください。 

・各書類は、片面印刷とし、各ページの下段中央に通し番号を振ること

とします。 

・各様式のページ数が複数にわたる場合は、右肩に番号を振ることとし

ます。（例）1/3ページ 

・各様式の右上にある枠内に、本市から送付された参加資格確認結果

通知書に記入されている受付番号を付してください。 

・提案書類等については、文章のほか、図表及び絵・写真等を追加して

よいこととします。また、記載内容を補助する目的の範囲内で着色を

行って構わないこととします。 

・応募企業又は応募グループ名は、正本の表紙にのみ記入し、その他の

書類には社名やロゴマーク等、参加者を特定できる表記はしないでく

ださい。 

・各様式で記述が必要とされている事項は、必ず記述してください。 

・正本の表紙には「正本」である旨を記入してください。 

 

９  ヒアリングの実施 

提出書類等の審査に当たって、基礎審査を通過した応募者に対して、応募者によるプレゼ

ンテーションを含めた選定委員によるヒアリングを行います。 

詳細な実施時期及び実施方法は、応募者の代表企業に連絡します。 

 

１０  審査方法 

本事業の優先交渉権者の選定に係る審査方法は、募集要項添付 2「事業者選定基準」に

示すとおりです。 

 

１１  参加の辞退 

参加申込の結果、参加資格があると認められた事業者は、ヒアリング日の前日までに、集

要項別添 3「様式集」に収録されている「様式 3-1 参加辞退届」を市に提出して、応募を辞

退することができます。なお、これを理由として、以後の公募参加について不利益な取扱い

を受けるものではありません。 

提出期限 ヒアリング日の前日まで 

提出方法 ・参加辞退届を本書末尾に掲載した「本事業の事務局」の住所まで郵送

又は持参してください。 

 

１２  使用言語・単位 

応募に際し使用する言語は日本語、単位は計量法（平成 4 年法律第 51 号）に定めるも

の、通貨単位は円、時刻は日本標準時とします。 

 

１３  応募費用の負担方法 

応募に当たっての費用は、すべて応募者の負担とします。 
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１４  市が提供する資料の取扱い 

市が提供する資料は、応募に係る検討以外の目的で使用をしてはいけません。 

また、この検討の目的の範囲内であっても、市の了承を得ることなく、第三者に対して、こ

れを使用させ、又は内容を提示してはいけません。 

 

１５  提案書類等の取扱い 

（１）   著作権 

提案書類等の著作権は、応募者に帰属します。ただし、本事業に関する報告等のため、市

が必要とする場合には、市は、応募者から提出された提案書類等の全部又は一部を無償で

使用できるものとします。 

（２）   提案書類等の返却等 

応募者から提出された提案書類は返却しません。 

（３）   情報公開に関する取扱い 

応募者から提出された書類について、本市に情報公開請求があった場合は、府中市情報

公開条例に基づき、原則として公開します。 

 

１６  構成員の名称の公表 

市は、参加申込書等の提出を受けたことをもって、応募者を構成する法人の名称を公表

することができるものとします。 

 

１７  追加情報の提供方法 

本事業に係る情報の提供は、適宜、市のホームページ等を通じて行います。 
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第８章 優先交渉権者決定後の手続き 

１  基本協定の締結 

優先交渉権者の決定後速やかに、市と優先交渉権者双方の協力義務等を定めた基本協

定を締結するものとします。 

 

２  事業契約等の締結 

基本協定の締結後、市と事業者は、事業契約等の締結手続きを行うものとします。 

  



 

26 

 

参考 リスク分担表 
 

段

階 

リスクの種類 リスクの内容 分担 

市 民間 

共

通 

選定手続きリスク 公募資料の誤り、選定手続きの誤り ○  

法令・税制変更リスク 

保育所機能に関する法令や税制の新設・変更 ○  

児童の放課後活動の場及び中高生の居場所機能に関係する法

令の新設・変更等 

△

※1 
○ 

その他広く事業者一般に影響を与える法令の新設・変更等  ○ 

許認可取得リスク 
市の帰責事由による許認可の取得遅延 ○  

事業者の帰責事由による許認可の取得遅延  ○ 

住民対応リスク 

保育所機能の提供に関連する反対運動・訴訟等 ○  

児童の放課後活動の場又は中高生の居場所機能に関連する反

対運動・訴訟等 
○  

民間機能（児童の放課後活動の場及び中高生の居場所機能を

除く。）に関連する反対運動・訴訟等 
 ○ 

本事業全般についての訴訟・苦情等 △ △ 

環境問題リスク 
事業者が行う業務、提案内容に起因する環境問題（騒音、振動、

電波障害、有害物質の排出等） 
 ○ 

第三者賠償リスク 
市の帰責事由により第三者に損害を与えた場合 ○  

事業者の帰責事由により第三者に損害を与えた場合  ○ 

政策変更リスク 市の政策変更や要求水準の変更による事業内容の変更 ○  

議会リスク 

事業に係る議会の議決が得られない場合に、それまでに事業者

に発生した費用 
 〇 

事業に係る議会の議決が得られない場合に、それまでに市に発

生した費用 
〇  

物価変動リスク 

物価変動による保育所部分の買取価格の増加 ○ △※２ 

物価変動による保育所以外の部分に関する設計又は工事費の

増加 
 ○※３ 

物価変動による管理費等の増加 ○ 〇 

物価変動による保育所の運営費の増加 ○  

物価変動による児童の放課後活動の場及び中高生の居場所並

びにその他の民間収益事業に関する維持管理費・運営費の増加 
 ○ 

金利変動リスク 調達金利の変動による費用負担の増加  ○ 

資金調達リスク 事業に必要な資金調達・確保に関する費用  ○ 

事業中止・延期リスク 
市の帰責事由により事業を中止・延期した場合 ○  

事業者の帰責事由により事業を中止・延期した場合  ○ 

事業遂行能力リスク 事業者の構成員の能力不足等による事業悪化  ○ 

不可抗力リスク 

不可抗力による保育所部分に関する損害 ○ △ 

不可抗力による児童の放課後活動の場及び中高生の居場所機

能に関する損害 

△

※1 
○ 

不可抗力による上記以外の損害  ○ 

民間収益事業リスク 児童の放課後活動の場及び中高生の居場所機能以外の民間機

能の実施全般に関するもの 
 ○ 

契

約

前 

応募費用リスク 応募費用に関するもの  ○ 

契約未締結・遅延リスク 
市の帰責事由による契約の締結の遅延・中止 ○  

事業者の帰責事由による契約の締結の遅延・中止  ○ 

設

計

・ 

建

設 

測量・調査の誤りリスク 
市が実施した測量や調査に関するもの ○  

事業者が実施した測量や調査に関するもの  ○ 

測量・調査によるスケジュ

ール遅延リスク 

市が実施した測量や調査に関するもの ○  

本事業で実施する埋蔵文化財調査に伴う、保育所部分に関する

損害 
○  
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本事業で実施する埋蔵文化財調査に伴う、保育所部分以外に関

する損害 
 〇 

事業者が実施した測量や調査に関するもの  ○ 

計画・設計変更リスク 
市の帰責事由により変更する場合 ○  

事業者の帰責事由により変更する場合  ○ 

調査・設計費増大リスク 
市の帰責事由により調査費や設計費が増大した場合 ○  

事業者の帰責事由により調査費や設計費が増大した場合  ○ 

工法の欠陥リスク 技術、工法等の欠陥による被害  ○ 

設計完了遅延リスク 
市の帰責事由により遅延した場合 ○  

事業者の帰責事由により遅延した場合  ○ 

用地の契約不適合リスク 
本件土地の土壌汚染等に関するもの ○  

本件土地の予期できない地下埋設物の出土に関するもの ○  

地質・地盤リスク 
市が実施した地質・地盤調査に関するもの ○  

事業者が実施した地質・地盤調査に関するもの  ○ 

工事遅延リスク 
市の帰責事由によるもの ○  

事業者の帰責事由によるもの  ○ 

施設損傷リスク 完工前の施設の損傷  ○ 

施設の契約不適合リスク 完工時の検査において施工不良等が発見された場合  ○ 

管

理

・ 

運

営 

供用開始遅延リスク 
市の帰責事由によるもの ○  

事業者の帰責事由によるもの  ○ 

事業内容変更リスク 市の帰責事由による事業内容の変更 ○  

事業者の帰責事由による事業内容の変更  ○ 

支払い遅延・不能リスク 
市の帰責事由による貸付料等の支払い遅延・不能 ○  

事業者の帰責事由による貸付料等の支払い遅延・不能  ○ 

需要変動リスク 

保育所に関するもの ○  

児童の放課後活動の場及び中高生の居場所機能に関するもの △ ○ 

上記以外に関するもの  ○ 

運営リスク 

保育所機能のサービス内容や運営時に関するもの 〇  

児童の放課後活動の場又は中高生の居場所機能のサービス内

容や運営に関するもの 

△

※4 
〇 

民間機能（児童の放課後活動の場又は中高生の居場所機能を

除く。）のサービス内容や運営に関するもの 
 〇 

大規模修繕リスク 保育所の大規模修繕に関するもの ○  

民間施設の大規模修繕に関するもの  ○ 

施設の損傷リスク 
市の帰責事由によるもの ○  

事業者の帰責事由によるもの  ○ 

備品の紛失・損傷リスク 
市の帰責事由によるもの ○  

事業者の帰責事由によるもの  ○ 

要求水準未達リスク モニタリングによる要求水準未達が確認された場合  ○ 

補助金交付リスク 民間事業者の帰責事由により放課後児童健全育成事業に係る

補助金の交付を受けられなかった場合 
 ○ 

上記以外の事由により市が定める放課後児童健全育成事業に

係る補助金の交付を受けられなかった場合 
○  

終

了

時 終了時関連リスク 

事業の終了手続きに係る諸費用に関するもの  ○ 

事業の終了手続きにおいて契約内容に見込まれていない対応が

必要になった場合 
○  

市の帰責事由により事業の終了手続きが遅延した場合 ○  

事業者の帰責事由により事業の終了手続きが遅延した場合  ○ 

※1 状況に応じて、事業の継続に関し双方協議を行うことを想定。 

※2 物価変動に伴う増額のうち変更前の買取価格の 1.5％までは、事業者の負担とすることを想定。 

※3 保育所機能の建築物又は建築設備に求める要求水準の変更等に伴い、共用部又は民間専有部の建築物又は建築

設備の技術基準変更が必要となる場合は、法令・制度変更リスクのうち「保育所機能に関する法令や税制の新設・変
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更」又は政策変更リスク、若しくは計画・設計変更リスクのうち「市の帰責事由によるもの」への該当を検討した上で、

変更による合理的な増額分は市が負担することを想定。 

※4 リスク内容については市に共有した上で、対応方針について必要に応じて協議の上で決定することを想定。 

 

＜本事業の事務局＞ 
府中市 総務管理部 財産活用課 財産活用担当（「おもや」4階） 担当 菊池・福田 

〒183-8703 府中市宮西町 2丁目 24番地 

          電話 042-335-4540 

       メールアドレス zaisan02@city.fuchu.tokyo.jp 

 


